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自治基本条例とは 

この条例は、本市のまちづくりの基本的な方向性を示す理念条例で、具体的な規制や

制限があるわけではありません。自治基本条例を守り育てることが、まちづくりを推進

することに繋がるとしており、まちづくりの理念として最高規範と位置付けています。 

５つのまちづくりの基本原則 

まちづくりの主役は市民。本条例の第３条第２項には、市民はまちづくりの

主役であり、参加、参画、および協働により、まちづくりを担うことができる

ものとすると規定しています。 

まちづくりの関係者は、自立した考え・活動の下にお互いを補い合い・協力

し合って対等な立場でまちづくりを推進することとしています。また、同時に

持続的なまちづくりを行うために、地域全体で実施できる環境づくりと人材の

育成も必要としています。 

次の世代に対して責任を持つことが持続的発展であるという意見から、環

境・経済・社会的な繋がりという資源を子や孫たちが享受（きょうじゅ）でき

る地域づくりを必要としています。 

米原市のまちづくりは、自分たちと違うものを排除・敬遠するのではなく、

他者を認め合い・共存することにより、多様で自主性を尊重した形で進めるこ

ととしています。 

協働のまちづくりを進めるためには、情報は欠くことのできない資源です。

情報は活用されることが重要であり、この条例では情報の提供や公開だけでな

く、情報の共有として位置付けています。 

市民主権 

役割分担および協働 

持続的発展 

多様性の尊重 

情報の共有 

資料５ 
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そもそも協働とは 

簡単に言うと、同じ目的や課題を持つ複数の主体が対等な立場でお互いを補い、協

力し合って目的達成や課題解決に向けて取り組むことです。 

まちづくりへの関与 

自治基本条例第 16条には『市民および事業者等は、まちづくりの役割分担に従い、

広くまちづくりにおける参加、参画および協働の権利を有する』と定められています。 

 また、第２項には『市民および事業者等は、原則として市による計画、実施および

評価の活動に参画する権利を有する』と定めています。 

多様化・複雑化していく地域課題を解決するためには、
多くの市民にまちづくりや市政に関心をもってもらい、
参加、参画、協働していくことが必要であり、そのため
の『仕組みづくり』が大切である。 

 権利を持っていても、 
実際どういうふうに関われるんだい？ 
関われるものなら何かしたいと思っている
んだが。 

 パブリックコメントや会議の傍聴が 
できることは知っているケド、 
他の市政への関わり方がわからないわ 

まだまだ発展途上中・・・ 

一歩ずつ進んでいかなければなりません。 

協働のきっかけとして（協働事業提案制度の実施） 

 平成 24 年度から始まった制度で、地域の実情や視点から｢こんな方法でやればもっ

と良くなるのになぁ｣「市民と一緒にやればもっと効果があがるのに」といった市民の

ニーズを敏感にキャッチした企画を提案いただき、計画・実施・検証・評価までを対

等な関係で行うことで地域課題の解決を目指します。この事業をきっかけとして新た

な市民活動団体も多く設立されました。 

米原市は合併して１０年。市として次の１０年先に進むに当たり、 
市民参画なくして、市民が主役のまちづくりは始まりません。 
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米原市自治基本条例 

平成18年７月１日 

条例第43号 

目次 

前文 

第１章 総則(第１条・第２条) 

第２章 まちづくりの基本原則(第３条～第７条) 

第３章 まちづくりの役割分担および協働(第８条～第12条) 

第４章 市政情報の管理および運用(第13条～第15条) 

第５章 市民ならびに事業者等の権利および責務(第16条・第17条) 

第６章 市の責務(第18条～第23条) 

第７章 地域自治活動(第24条) 

第８章 他の公共機関との関係(第25条～第27条) 

第９章 米原市自治基本条例推進委員会(第28条) 

第 10章 最高規範(第29条) 

第 11章 条例の改廃(第30条) 

付則 

米原市は、伊吹山・霊仙山、姉川・天野川そして琵琶湖をめぐる坂田郡四町が 2005 年に合

併して生まれた市です。ホタルが飛び交い、梅花藻が咲き、豊かな湧水が潤す中、人々は自然

と共生しながらその営みを続けてきました。それとともに、この地域は、古代から人やモノや

情報の結び目として日本の歴史に深く関わり、東西文化の接点としてこの地域独自の文化を生

み出してきました。また、人々は深い信仰心をもち助け合いながらこの地に愛着をもって住み

続け、その歴史は現代におけるこの地域の文化や社会生活のあり方に深く関わっています。 

合併によって、私たちは新しい力を手に入れました。それまでの個々のまちづくりを統合す

ることで、恵まれたさまざまな地域環境を活かした新しいまちづくりをすすめる条件が整った

のです。 

私たちは、地域や人々の多様性を尊重し、環境を守りつつ、歴史や文化やモノの流れの結び

目としてのこの地域の役割を国際社会に広げつつ、さらに輝かしく発展させていきます。また、

市民と事業者等および市の役割分担のもとに、豊かな人間性を持った人々を育み、情報の共有

と協働によってこのまちをさらに充実させるために、総力を挙げて取り組んでいきます。 

市民が、自主および自立の理念のもと、いつまでもこのまちに安心して住み、働き、学び続
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けることができるよう、ここに米原市自治基本条例を制定します。 

第１章 総則 

(目的) 

第１条 この条例は、米原市が自主および自立の理念に基づき、世代を超えて住み続けられる

魅力あるまちづくりを推進するための基本的な事項を定めるとともに、市民、事業者等およ

び市の役割、権利ならびに責務等を明確にすることにより地域社会の活力を高め、米原市に

おける自治の確立および市民福祉の向上を図ることを目的とする。 

(定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 市民 市内に住所を有する者(以下「住民」という。)、市内で働く者および学ぶ者を

いう。 

(２) 市 米原市の議会および執行機関をいう。 

(３) 事業者等 次に掲げるものをいう。 

ア 事業者 市内に事業所を有する営利法人をいう。 

イ 団体等 市内に事務所または活動拠点を有する営利を目的としない組織および団体

をいう。 

ウ 市民自治組織 市内の特定の地域を対象とする地縁団体および地縁団体に類する地

縁組織をいう。 

(４) 協働 まちづくりに関する役割分担に基づき、市民、事業者等および市が相互補完的

に対等な立場で連携および協力をすすめることをいう。 

(５) 持続的発展 世代を超えて、良好な環境、健全な地域経済および生き生きした市民の

地域的連帯を享受することができる社会の発展のあり方をいう。 

第２章 まちづくりの基本原則 

(市民主権) 

第３条 住民は米原市の主権者であり、市は住民の信託により都市経営に対し執行責任を負う。 

２ 市民は、まちづくりの主役であり、参加、参画および協働により、まちづくりを担うこと

ができるものとする。 

(役割分担および協働) 

第４条 市民、事業者等および市は、まちづくりにおける役割分担を明確にし、相互補完およ

び連携によって協働のまちづくりを推進するとともに、地域全体の意識の向上および人材育

成に努めなければならない。 



5 

 

(持続的発展) 

第５条 まちづくりに関する諸活動は、世代を超えた地域全体の公益を増進させるため、持続

的な発展に寄与するものでなければならない。 

(多様性の尊重) 

第６条 すべての市民は、人として尊ばれ、不当な差別から守られる権利を有する。 

２ 米原市におけるまちづくりは、文化的、歴史的、地理的および環境的多様性に配慮し、市

民活動および地域社会の自主性を尊重したものでなければならない。 

(情報の共有) 

第７条 まちづくりに関する情報は、米原市の公共的財産であり、市民、事業者等および市に

おいて共有されることを原則とする。 

第３章 まちづくりの役割分担および協働 

(市民の役割) 

第８条 市民は、地域社会の諸活動を自ら組織し、事業者等および市と連携しつつ、地域社会

の活性化および課題の解決のため、公共的活動を推進するものとする。 

(事業者の役割) 

第９条 事業者は、地域の経済的活力を高め、地域の雇用の確保に努めるとともに、まちづく

りの利害関係者として地域社会の公益に資する資源を提供するものとする。 

(団体等および市民自治組織の役割) 

第 10条 団体等および市民自治組織は、地域社会の公共的活動の主体として、公共的サービス

を広く担うことができるものとする。 

(市の役割) 

第 11条 市は、行政によってのみ確実かつ効率的に実施できる事務に限定するよう努め、地域

社会全体の円滑かつ効率的な公共的活動に対し必要な支援を行うものとする。 

(協働) 

第 12条 市民、事業者等および市は、まちづくりを推進するため、それぞれ自立しつつ相互補

完的に役割を担い、必要に応じて協働を行うものとする。 

２ 市は、まちづくりにおける参加、参画および協働に関する基本事項を、相互補完の理念に

基づき、その内容等について整備するものとする。 

第４章 市政情報の管理および運用 

(知る権利) 

第 13条 市民および事業者等は、まちづくりについて適切に判断し行動するために、市が管理
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する情報を知る権利を有するものとする。 

２ 市は、市民および事業者等の知る権利を保障するため、適切な時期に、適切な方法で情報

を提供し、または求めに応じて情報を公開しなければならない。 

(情報の整備、公開および提供) 

第 14条 市は、まちづくりにおける市民の参加および参画を有効に機能させるため、計画、実

施および評価の段階における情報を市民に提供しなければならない。 

２ 執行機関は、まちづくりに係る情報を迅速に整備し、開示するとともに、わかりやすく説

明する責任を果たすよう努めなければならない。 

３ 議会は、会議を公開するとともに、議会が保有する情報を公開し、市民および事業者等と

情報の共有を図ることにより、開かれた議会運営に努めなければならない。 

４ 議員は、議会活動に関する情報について、市民に開示し、説明するよう努めなければなら

ない。 

(個人情報の保護) 

第 15条 市は、市民の自己に関する個人情報の開示、訂正等を請求する権利を保障するととも

に、個人情報の保護措置を講じなければならない。 

第５章 市民ならびに事業者等の権利および責務 

(まちづくりへの関与) 

第 16条 市民および事業者等は、まちづくりの役割分担に従い、広くまちづくりにおける参加、

参画および協働の権利を有する。 

２ 市民および事業者等は、原則として市による計画、実施および評価の活動に参画する権利

を有する。 

３ 市民および事業者等は、米原市の公益を増進させる活動を企画または実施する場合には、

その活動の自主性および自立性を損なわない範囲で、必要に応じ市の適切な支援を受ける権

利を有する。 

４ 市民および事業者等は、まちづくりに関与する場合には、自らの意見と行動が公益を増進

させるよう努めるものとする。 

５ 事業者等は、事業活動にあたり、市および市民の公益ならびに地域社会との調和を図るよ

う努めなければならない。 

(市民投票) 

第 17条 住民は、米原市における重要な課題について住民発意による市民投票によりその総意

を明確にすることができる。 
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２ 市は、市民投票に関する制度を整備するものとし、投票権の範囲、市民投票における情報

の取扱い、投票方法および投票の成立要件等市民投票の実施に関し必要な事項は、別に条例

で定める。 

３ 市長は、市民投票の結果を尊重しなければならない。 

第６章 市の責務 

(まちづくりの姿勢) 

第 18条 市は、米原市の持続的発展のために適切かつ効率的な都市経営を推進することにより、

市民福祉の向上を図り、常に最少の費用で最大の効果を挙げるよう努めなければならない。 

２ 市は、まちづくりの推進にあたり、自立した都市経営の理念のもとに、健全な財政運営と

計画的な事業の実施に努めなければならない。 

３ 市は、事業者等の組織および運営に関し、その自主性および自立性を損なうおそれのある

介入または関与をしてはならない。 

４ 執行機関は、市民の参加、参画および協働の基盤形成を支援するため研修および啓発を行

うものとする。 

(倫理規範の確立) 

第 19条 市は、市民の信頼に応え、法令を適切に解釈し運用しなければならない。 

２ 市は、違法な手段による要求および米原市の行政執行に関し公正性を損なう不当な要求に

応じてはならない。 

３ 市は、議員および市の職員が職務上受けた不当な要求を排除するため、組織的かつ制度に

基づいて対応しなければならない。 

４ 市の職員は、議員もしくは上司から職務上明らかに違法または不当な要求を受けたと判断

したときは、その命令および指示等に従わず、撤回させるために適切な対応をしなければな

らない。この場合、市は、当該職員に対して不当または不利益な扱いをしてはならない。 

(議会の責務) 

第 20条 議会は、市民の意思が市政に反映され、適正な市政運営が行われるよう執行機関を監

視し牽制する機能を果たさなければならない。 

２ 議会は、調査、政策提起および意見の提出等を活性化するため、具体的な対応をしなけれ

ばならない。 

(議員の責務) 

第 21条 議員は、住民の代表機関である議会の構成員として、自己研鑽に努め、常に市民全体

の利益を行動の指針としなければならない。 
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(市長の責務) 

第 22条 市長は、米原市の代表者として主権者である市民の厳粛な信託に応え、この条例にの

っとり公正かつ誠実に市政運営にあたり、持続可能な都市経営を推進しなければならない。 

２ 市長は、常に市民の意向を把握し、定期的に市政の基本方針を市民および事業者等にわか

りやすく説明するとともに、予算編成に係る情報をわかりやすく提供しなければならない。 

(職員の責務および権利) 

第 23条 市の職員は、市民および事業者等との協働に基づき、米原市の公益のために誠実に職

責を果たし、都市経営の改善および効率的な事務の執行に努めなければならない。 

２ 市の職員は、職務の遂行に必要な能力を開発し、自己啓発に努め、そのために必要な支援

を受けることができる。 

第７章 地域自治活動 

(市民自治組織) 

第 24条 住民は、地域社会における良好な自然的、社会的および歴史的環境の維持ならびに増

進のため、共同活動を行う市民自治組織をつくることができる。 

２ 市民自治組織は、必要に応じ市の事業の委託を受け、市と連携して協働事業を実施するこ

とができる。 

第８章 他の公共機関との関係 

(他の地方公共団体等との関係) 

第 25条 市は、米原市の公益を増進させるために、他の地方公共団体等との広域的連携および

協調を図り、まちづくりを推進するものとする。 

(国および関連機関との関係) 

第 26条 市は、地方自治の本旨に基づき、かつ、国との適切な役割分担の原則にのっとり、国

およびその関連機関との適切な連携および協力をすすめるものとする。 

(国際社会との関係) 

第 27条 市は、国際社会における諸原則ならびに国際的合意および国際機関の活動に配慮しつ

つ、国際社会における活動を通じて市民福祉の向上と地域社会の発展を図るように努めるも

のとする。 

第９章 米原市自治基本条例推進委員会 

(米原市自治基本条例推進委員会の設置等) 

第 28条 市長は、この条例の実効性を高め、市民、事業者等および市による推進体制を確保す

るため、米原市自治基本条例推進委員会(以下「推進委員会」という。)を設置する。 
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２ 推進委員会は、この条例に基づく政策の制度化、事業の改善およびまちづくり体制の整備

等の運営状況を定期的に検証評価し、改善点を指摘し、社会情勢に適合した運営となるよう

是正等を求めることができる。 

３ 推進委員会は、この条例の運用に係る市民、事業者等および関係者の意見聴取等の調査を

実施し、市長に意見書を提出することができる。 

４ 推進委員会は、この条例の改正または廃止に関する諮問に対して審議を行い、市長に答申

を提出するほか、軽微な変更について意見書を提出するものとする。 

５ 前４項に規定するもののほか、推進委員会の組織および運営に関し、必要な事項は、別に

規則で定める。 

第10章 最高規範 

(最高規範) 

第 29条 この条例は、米原市における最高規範であり、市民、事業者等および市は、この条例

を遵守し、この条例を守り育て、次代に引き継ぐ責務を負う。 

第11章 条例の改廃 

(条例の改廃) 

第 30条 市長は、この条例を改正または廃止する場合には、推進委員会に意見を求め、市民投

票において、その過半数の賛成を得なければならない。ただし、推進委員会が市民投票を不

要と判断したとき、または軽微な変更についてはこの限りでない。 

付 則 

この条例は、平成18年９月１日から施行する。 
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